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介護3 大改悪阻止へ！！新介護署名の取り組みをすすめよう 

介護保険制度の開始から25年。利用料や施設での居住費・食費の負担が重く、必要な介護サービスを受けられな

い人が増えています。家族の介護を理由とした介護離職は年間 10万人と高止まりしたままです。介護事業所は低く

据え置かれた介護報酬のもとで深刻な経営難に直面しており、昨年 2024 年の倒産・休廃業件数は 784 件と過去最

多となりました。 

とくに、訪問介護は基本報酬の引き下げの影響で事業撤退が相次いており、訪問介護事業所が空白になった自治

体が増加しています。介護現場の人手不足も深刻さを増しており、政府は 2026年度に介護職員が25万人不足する

需給見通しを示していますが、有効な対策は講じられていません。

肝心の処遇改善は遅々として進んでおらず、2024年度の全産業平

均との給与差は、前年度月額 6万 9000円から 8万 3000円へと大

幅に広がっています。介護保険料は月額平均 6225 円、大阪市は

9000円を超え、被保険者から悲鳴が上がっています。まさに介護

保険制度は「崖っぷち」の実態にあります。 

そういった実態にもかかわらず、政府は「介護利用料 2割負担

の対象拡大」、「ケアプラン有料化」、「要介護1・2の生活援助など

保険外し」の改悪方針を固め、来年の通常国会に法案を出そうと

しています。これ以上の制度後退は許されません。 

すべての人が安心して介護を受け、介護従事者も尊重される制

度の実現には、国の財政支援の強化による制度の抜本改革、介護

職員の大幅な処遇改善が不可欠です。介護保険制度の改善、憲法

25条に基づいたケアが大切にされる社会の実現に向けて、以下の

内容でこの秋から請願署名をすすめます。請願署名は 8月中に各

団体に届けられるようにします。大きく広げましょう。 

介護保険制度の抜本改善、大幅な処遇改善を求める請願署名

－新たな利用困難をもたらす見直しを中止し、介護する人・受ける人がともに大切にされる介護保険制度へ－ 

【請願項目】  

１． 介護保険に利用に困難をもたらす利用料２割負担の対象拡大、ケアプランの有料化、要介護１、２の保険給付はず

し（総合事業への移行）などの見直しを行わないこと 

２． 訪問介護の基本報酬の引き下げを撤回し、介護報酬全体の大幅な底上げを図る再改定を至急行うこと。その際は

サービスの利用に支障が生じないよう、利用料負担の軽減などの対策を講じること 

３． 全額国庫負担により、すべての介護従事者の賃金を全産業平均まで早急に引き上げること。介護従事者を大幅に

増やし、一人夜勤の解消、人員配置基準の引き上げを行うこと 

４． 必要なときに必要な介護が保障されるよう、介護保険料、利用料、居住費・食費などの費用負担の軽減、サービス

の拡充による介護保険制度の抜本的な見直しを行うこと。介護保険財政に対する国庫負担の割合を大幅に引き上

げること 



 

－2/4－ 

 

自民党・公明党の与党が参議院でも少数に！！ 
7月20日投票でたたわれた衆議院選挙は、自公政権が、総選挙に

引き続いて参議院でも少数与党となりました。投票率（選挙区）は

58.51％と伸長し、15年ぶりに 50％台後半に達しました。生活でき

ない、働きにくい、息苦しい社会の打開を願う若者、就職氷河期世

代の多くが、国民民主党と参政党に投票するという結果となりまし

た。残念ながら、立憲野党（立憲民主党・れいわ新選組・日本共産

党・社民党）は停滞・後退となりました。 

しかし私たちが掲げた要求が退けられたわけではありません。参

議院選挙での有権者の最大の関心事は、くらしと物価高の解決で

す。野党の多くが消費税減税・廃止を公約に掲げたことから、ただ

ちに野党が一致して消費税減税法案を提出することを要求します。 

6月14月の神奈川県社保協2025年度総会で、参議院選挙に向けて以下の重点要求をかかげ、「大軍拡」と「社会

保障削減」に突きすすむ政治を終わらせるために全力をつくそうと呼びかけました。 

(1) 防衛費の拡大ではなく社会保障の拡充をすすめること。消費税を減税すること。 

(2) 現行の健康保険証を存続させ、マイナ保険証を両立させること。少なくとも、「資格確認書」の全員配布を実  

現すること。 

(3) 国民健康保険、後期高齢者医療制度、介護保険の財源として国費を追加投入し、国の負担割合を増額すること。 

(4) 診療報酬の緊急再改定を実施すること。医療機関の経営を安定化させ、病床数の削減計画の撤回、処方薬と検

査薬を薬局などで購入可能とする「スイッチOTC化」をやめること。高額療養費制度の負担限度額の引き上

げをやめること。 

(5) 訪問介護費の介護報酬引き下げを撤回し、介護報酬の引き上げ再改定を早急に行うこと。国費を投入して介護

従事者の処遇を抜本的に引き上げること。介護保険制度の「三大改悪」①利用料2割負担の対象者を拡大、②

ケアマネジメント（ケアプラン）の有料化、③介護 1・2 の生活援助サービス等の地域支援事業への移行は実

施しないこと。 

神奈川県社保協は、大軍拡に反対し、国民のいのちとくらし、平和、「人権としての社会保障制度」を確立する

政府の実現をめざし共同を広げていく。排外主義の台頭に対して、無差別・平等の共生社会の確立に向けた運動を

推進する決意です。さらに運動を前進させていきましょう。 

消費税減税を実現しよう！！ 
7月 20日投開票で行われた参議院選挙では、消費税減税・

インボイス廃止が大きな争点の一つとなりました。自公の議

席が後退し、消費税減税を公約に掲げた野党諸党が過半数を

占めることに。衆参で与党の議席が過半数に届かないという

歴史的な結果となりました。参院選の結果を受け、県各界連と

して猛暑の中、宣伝に取り組み、野党が公約実現に向け動き出

すように、署名で後押ししようと訴えました。 

猛暑で通常時間の半分程度での宣伝でしたが、署名18人分

が集まり、チラシとティッシュが120セット配布しました。6

団体から18人が参加しました。 

中年の男性は、「でたらめな政治でだめだ」と署名。別の男

性は、後期高齢者医療制度になり、窓口負担が 2 割から 3 割

に上がったと不満を露わに。「自公政権はおかしい」と署名に

応じてくれました。 

＜消費税廃止各界連・運動推進ニュースより転載＞ 

参議院選挙 

7.24 消費税廃止各界連・宣伝行動 

県議会提出の陳情は不承認に 
神奈川県議会へ「インボイス制度の廃止を求める

神奈川実行委員会」として提出していた「インボイス

制度の廃止を求める陳情」と「消費税率を5％以下に

引き下げることを求める陳情」は、不承認となりまし

た。秋の議会で陳情・請願運動を全県的に取り組み、

世論を広げていきましょう。 
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6 市町で引下げ、12 市町で据え置き！！  
神奈川県の各市町村の 2025年度国民健康保険保険料率の調査を行い、全 33市町村から回答をいただき、7月初

旬にまとめました。「保険料率」を「単身者所得100万円」「2人世帯（親45歳・子10歳、）所得200万円」「4人世

帯（45歳夫婦・子 5歳 10歳）所得 400万円」の 3世帯モデルケースにあてはめて「保険料」試算をしたところ、

過半数自治体で据え置き、引下げとなりました。 

引下げは、横浜市、川崎市、茅ヶ崎市、三浦市、厚木市、二宮町の6市町。部分引下げは南足柄市。据え置きは、

平塚市、鎌倉市、藤沢市、相模原市、秦野市、大和市、座間市、葉山町、中井町、松田町、開成町、真鶴町の 12市

町。 

「法定外繰り入れ」は、33自治体中21自治体で実施し、2自治体（相模原市、大磯町）で増額しています。 

8月下旬に、例年行っている総合調査を実施します（結果は11月に公表できるようにします）。 

年間保険料 負担率 前年度比 年間保険料 負担率 前年度比 年間保険料 負担率 前年度比

横浜市 134,380 13.44% -3,212 294,784 14.74% -6,520 623,011 15.58% -15,950

川崎市 130,011 13.00% -5,603 286,421 14.32% -12,137 600,313 15.01% -25,731

横須賀市 148,067 14.81% 4,416 324,895 16.24% 8,186 634,015 15.85% 12,756

平塚市 141,692 14.17% 0 329,932 16.50% 0 664,777 16.62% 0

鎌倉市 137,220 13.72% 0 323,432 16.17% 0 656,412 16.41% 0

藤沢市 139,086 13.91% 0 321,142 16.06% 0 643,482 16.09% 0

小田原市 136,458 13.65% 5,411 315,936 15.80% 11,970 634,808 15.87% 20,869

茅ヶ崎市 139,975 14.00% -980 309,961 15.50% -3,434 607,941 15.20% -8,705

逗子市 128,303 12.83% 6,474 290,703 14.54% 14,294 574,103 14.35% 27,094

相模原市 128,694 12.87% 0 283,294 14.16% 0 593,694 14.84% 0

三浦市 136,429 13.64% -513 316,749 15.84% -813 632,049 15.80% -1,413

秦野市 138,981 13.90% 0 318,901 15.95% 0 639,551 15.99% 0

厚木市 126,372 12.64% -340 282,376 14.12% -1,679 553,846 13.85% -5,358

大和市 150,105 15.01% 0 337,765 16.89% 0 671,565 16.79% 0

伊勢原市 121,914 12.19% 4,428 280,674 14.03% 10,208 560,124 14.00% 21,158

海老名市 135,796 13.58% 9,648 304,756 15.24% 21,048 599,156 14.98% 40,098

座間市 133,910 13.39% 0 307,730 15.39% 0 614,680 15.37% 0

南足柄市 136,966 13.70% -5,972 314,564 15.73% 8,676 628,019 15.70% 43,606

葉山町 123,955 12.40% 0 279,895 13.99% 0 551,895 13.80% 0

寒川町 127,620 12.76% 5,070 285,820 14.29% 11,710 561,720 14.04% 22,210

綾瀬市 126,330 12.63% 16,135 285,410 14.27% 33,315 566,310 14.16% 62,815

大磯町 131,730 13.17% 6,390 312,850 15.64% 15,990 637,950 15.95% 33,990

二宮町 139,141 13.91% -80 314,441 15.72% -100 628,791 15.72% -100

中井町 113,975 11.40% 0 250,815 12.54% 0 486,315 12.16% 0

大井町 121,506 12.15% 17,120 252,106 12.61% 37,120 511,456 12.79% 80,120

松田町 129,774 12.98% 0 286,668 14.33% 0 556,718 13.92% 0

山北町 161,020 16.10% 23,000 346,255 17.31% 55,665 644,980 16.12% 137,290

開成町 122,339 12.23% 0 281,819 14.09% 0 562,319 14.06% 0

箱根町 129,254 12.93% 16,227 284,416 14.22% 36,291 552,296 13.81% 69,701

真鶴町 129,881 12.99% 0 274,917 13.75% 0 567,182 14.18% 0

湯河原町 121,900 12.19% 9,439 282,500 14.13% 22,459 564,800 14.12% 45,259

愛川町 129,102 12.91% 3,880 293,962 14.70% 10,280 587,542 14.69% 21,860

清川村 102,231 10.22% 2,556 220,293 11.01% 11,139 463,443 11.59% 23,097

単純平均 131,943 13.19% 3,439 296,854 14.84% 8,596 593,190 14.83% 18,323

単身世帯
所得100万円

神奈川県・市町村国民健康保険　2025年度保険料（税）一覧

2025年

２人世帯（親45歳・子10歳）
所得200万円

4人世帯（45歳夫婦・子5歳10歳）
所得400万円

市町村国保保険料調査
7.18 伊勢佐木町宣伝 
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保険証残してください」署名 12 筆！！  
7月24日、6団体14人が参加して「なくすな保険証！神奈川県連

絡会」の伊勢佐木町有隣堂前の宣伝行動を実施しました。当日は、

午後4時からの宣伝行動でしたが、暑さが引くことはなく、人通り

もまばらな状態でした。30分の宣伝行動で、チラシ・ティッシュ

250枚配布し、署名は12筆集まりました。 

7 月に、後期高齢者医療の被保険者全員に「資格確認書」が郵送さ

れ、国民健康保険の被保険者には「資格確認書」と「資格情報のお知

らせ」が郵送されています。「資格確認書は来たが、マイナ保険証は持

っていない。どうすればいいのか」「マイナ保険証をもっているが、持

ち歩きたくない」などの声が寄せられました。 

「なくすな保険証！神奈川県連絡会」は、一番被保険者が多い協会けんぽと組合健保の保険証の有効期限が12月

1日なので、11月末まで「健康保険証の復活」と「資格確認書の全員交付」の要求で運動を続けます。 

「なくすな保険証！神奈川県連絡会」の8月宣伝は猛暑のため中止とし、9月に再開します。9月は全県一斉宣伝

行動ですので、消費税減税とあわせて全県で宣伝行動を展開しましょう。 

神奈川年金裁判・高裁に差し戻しに 
7月10日、神奈川の年金違憲訴訟の最高裁判決が出されました。判決は、東京高裁の「合憲」判断を破棄し、弁

論更新の手続きに不備があったとして、東京高裁に差し戻して審理のやり直しを命じました。全国ではじめてのケ

ースです。秋以降に東京高裁での審理が始まります。神奈川年金違憲訴訟は、憲法 25条（生存権）の侵害とあわせ

て、憲法29条（財産権）の侵害として、年金は積み立て方式としていたものを、国が正式な手続きなしに賦課方式

に変えたことを争っています。裁判勝利に向けて、支援の輪を広げましょう。 

7.24伊勢佐木町宣伝 

7.10 最高裁判決 


